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 『『事事業業承承継継をを円円滑滑化化すするるたためめのの税税制制措措置置ににつついいてて知知りりたたいい』』  
 

事業承継円滑化のための税制措置 

 
 

 

 

対象となる方 

非上場株式を相続または贈与により取得した中小企業の後継者 

特定小規模宅地を相続した個人事業者・中小企業の後継者 

 

措置の内容 

■非上場株式等についての『相続税』の納税猶予・免除制度 

後継者である相続人等（親族外も対象）が、相続又は遺贈により、非上場会社の株式

等を被相続人（先代経営者）から取得し、経営承継法に係る経済産業大臣の認定を受け、

その会社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき相続税のうち、その株式等に係る

課税価格の80％に対応する相続税の納税が猶予されます。 

ただし、相続前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決権株

式総数の2/3に達するまでの部分に限ります。 

【経済産業大臣の認定を受ける（継続する）ための主な要件】 

（１）中小企業者であること。 

（２）資産管理会社に該当しないこと。 

（３）先代経営者が会社の代表者であったこと。 

（４）先代経営者及びその同族関係者が発行済株式総数の50％超を保有し、かつ、先代

経営者がその同族関係者（後継者を除く）の中で筆頭株主であったこと。 

（５）後継者及びその同族関係者が発行済株式総数の50％超を保有し、かつ、後継者が

その同族関係者の中で筆頭株主であること。 

（６）後継者が相続開始の直前に会社の役員であったこと 

（７）相続後5年間※、雇用確保を始めとした事業継続要件を満たすこと。        等 

※納税猶予の適用を継続して受けるためには、5年間の事業継続後も対象株式の継続保有等が必要です。ただし、

後継者が死亡した場合などには猶予税額が免除されます。 
  

■非上場株式等についての『贈与税』の納税猶予・免除制度 

後継者である受贈者（親族外も対象）が、贈与により、非上場会社の株式等を先代経

営者から全部または一定以上取得し、経営承継法に係る経済産業大臣の認定（上記の相

続税の納税猶予制度とほぼ同様の要件を満たすことが必要）を受け、その会社を経営してい

く場合には、その後継者が納付すべき贈与税のうち、その株式等に対応する贈与税の全額の

納税が猶予されます。 

ただし、贈与前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決権株

式総数の2/3に達するまでの部分に限ります。 
※一定の場合に「相続時精算課税制度（53頁参照）」と併用することが可能です。例えば、後継者が発行済議決権

株式総数の2/3を超える株式の贈与を受ける場合には、贈与税の納税猶予制度の対象外となる株式について相

続時精算課税制度を利用することができます。 

  

中小企業の後継者が事業承継した場合、相続税、贈与税、または所得税の特例措置を受け

ることができます。 
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 『『事事業業承承継継をを円円滑滑化化すするるたためめのの税税制制措措置置ににつついいてて知知りりたたいい』』  
 

事業承継円滑化のための税制措置 

 
 

 

 

対象となる方 

非上場株式を相続または贈与により取得した中小企業の後継者 

特定小規模宅地を相続した個人事業者・中小企業の後継者 

 

措置の内容 

■非上場株式等についての『相続税』の納税猶予・免除制度 

後継者である相続人等（親族外も対象）が、相続又は遺贈により、非上場会社の株式

等を被相続人（先代経営者）から取得し、経営承継法に係る経済産業大臣の認定を受け、

その会社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき相続税のうち、その株式等に係る

課税価格の80％に対応する相続税の納税が猶予されます。 

ただし、相続前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決権株

式総数の2/3に達するまでの部分に限ります。 

【経済産業大臣の認定を受ける（継続する）ための主な要件】 

（１）中小企業者であること。 

（２）資産管理会社に該当しないこと。 

（３）先代経営者が会社の代表者であったこと。 

（４）先代経営者及びその同族関係者が発行済株式総数の50％超を保有し、かつ、先代

経営者がその同族関係者（後継者を除く）の中で筆頭株主であったこと。 

（５）後継者及びその同族関係者が発行済株式総数の50％超を保有し、かつ、後継者が

その同族関係者の中で筆頭株主であること。 

（６）後継者が相続開始の直前に会社の役員であったこと 

（７）相続後5年間※、雇用確保を始めとした事業継続要件を満たすこと。        等 

※納税猶予の適用を継続して受けるためには、5年間の事業継続後も対象株式の継続保有等が必要です。ただし、

後継者が死亡した場合などには猶予税額が免除されます。 
  

■非上場株式等についての『贈与税』の納税猶予・免除制度 

後継者である受贈者（親族外も対象）が、贈与により、非上場会社の株式等を先代経

営者から全部または一定以上取得し、経営承継法に係る経済産業大臣の認定（上記の相

続税の納税猶予制度とほぼ同様の要件を満たすことが必要）を受け、その会社を経営してい

く場合には、その後継者が納付すべき贈与税のうち、その株式等に対応する贈与税の全額の

納税が猶予されます。 

ただし、贈与前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決権株

式総数の2/3に達するまでの部分に限ります。 
※一定の場合に「相続時精算課税制度（53頁参照）」と併用することが可能です。例えば、後継者が発行済議決権

株式総数の2/3を超える株式の贈与を受ける場合には、贈与税の納税猶予制度の対象外となる株式について相

続時精算課税制度を利用することができます。 

  

中小企業の後継者が事業承継した場合、相続税、贈与税、または所得税の特例措置を受け

ることができます。 

  

 

■非上場株式等の納税猶予・免除制度に係る平成27年度税制改正の内容 

 

（１）平成27年度税制改正による見直しの内容 

 改正内容は、下記の3点です。（以下は1代目→2代目→3代目と株式が贈与された場

合を例としています。） 

① 経営承継期間後に、2代目が3代目に株式を贈与した場合（3代目も納税猶予の適

用を受けることが必要）、2代目の猶予税額は免除されます。 

② 経営承継期間内であっても、2代目がやむを得ない事情（※）で代表を辞して、3代目

に株式を贈与した場合（3代目も納税猶予の適用を受けることが必要）、2代目の猶予

税額は免除されます。 

（※）やむを得ない事情とは、主に以下のとおりです。 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた（障害等級1級に限る） 

・身体障害者手帳の交付を受けた（身体上の障害の程度が1級又は2級に限る） 

・要介護認定を受けた（要介護状態区分が要介護5に限る） 

③ 上記①②の場合において、1代目が死亡すれば、3代目の猶予されている贈与税が相

続税に切り替わります。（2代目が死亡しても相続税には切り替わりません。） 

なお、何代も続いて贈与税の納税猶予を受けた場合は、最も古い時期の認定贈与に

係る贈与者が死亡した場合に相続税に切り替わります（1代目→2代目→3代目→4代目

と贈与が続いた場合は、1代目が死亡したときに、4代目は相続税に切り替わります）。 

 

 

（２）スキーム図  
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改正概要 ○贈与税の納税猶予制度の適用を受けている者（２代目）が、３代目に対する再贈与を行う場合に、

贈与税の納税義務が生じないようにするなど、本税制を拡充する。
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○１代目が存命中に、２代目が３代目に株式

を贈与した場合には、猶予されていた贈与

税の納税義務が２代目に生じる。

このため、３代目への承継が困難。

【現行】

○１代目が存命中に、２代目が３代目に株式

を贈与した場合（※）には、猶予されていた

贈与税の納税義務を免除する。

【改正後】

（※）3代目が納税猶予制度を活用して再贈与を受けること
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■相続時精算課税制度（贈与税・相続税） 

贈与税の申告時に、「相続時精算課税選択届出書」など必要な書類を添付することで、

下記のとおり、贈与時に軽減された贈与税を納付して、相続時に相続税で精算する課税制

度を選択することができます。 

 

（贈与時） 

申告を前提に、60歳以上の親又は祖父母から20歳以上の子又は孫への贈与につき、2,5

00万円の非課税枠（限度額まで複数回使用可）があり、これを超える部分については税率一

律20％で課税します。 

 

（相続時） 

贈与時の時価で贈与財産を相続財産と合算して相続税額を計算し、精算します。 

 

■相続により取得した非上場株式を自社に売却した場合の課税の特例（所得税） 

非上場株式を相続した個人が、相続税の申告期限から3年以内に発行会社に相続株

式を売却した場合、①みなし配当課税（最高50％の累進課税）でなく、譲渡損益と合わせて

譲渡所得課税（20％）※1が適用されます。 

②また、この場合の非上場株式の譲渡による譲渡所得金額を計算するにあたり、その非上

場株式を相続等により取得したときに課された相続税額のうち、その株式の相続税評価額に

対応する部分の金額を取得費に加算（譲渡所得から控除）することができます。※2 
※1 譲渡益課税20％＝所得税15％＋住民税5％ 
※2 譲渡所得＝売却金額－（株式等の取得費＋加算する相続税額） 
 
特例を受けるためには下記の手続が必要です。 
①譲渡対価の全額を譲渡所得の収入金額とする特例 

その非上場株式を発行会社に譲渡する時までに「相続財産に係る非上場株式をその

発行会社に譲渡した場合のみなし配当課税の特例に関する届出書」を発行会社を経

由して、発行会社の本店又は主たる事務所の所在地の所轄税務署長に提出すること。 

②相続税額を取得費に加算する特例 

   この特例を受けるために確定申告を行うこと。確定申告書には、①相続税の申告書の

写し、②相続財産の取得費に加算される相続税の計算明細書、③株式等に係る譲渡

所得等の金額の計算明細書の添付が必要です。この②の計算明細書を使用すると、

取得費に加算される相続税額を計算することができます。  

 

■小規模宅地等（事業用・居住用）の特例（相続税） 

400㎡までの特定事業用宅地と330㎡までの特定居住用宅地（事業または居住を継続す

る等の要件があります）は、相続税の課税価格に算入すべき価額の80％が減額となる課税の

特例を受けることができます。 

※「相続税の納税猶予制度」と併用が可能であり、それぞれの上限まで利用することができます。 

お問い合わせ先 

国税庁、国税局（事務所）または税務署の税務相談窓口                      

               TEL：03-3581-4161（代表）   URL：http://www.nta.go.jp/  

事業承継税制の認定については、各経済産業局にお問い合わせください。  

重
点
施
策

経
営
サ
ポ
ー
ト

金
融
サ
ポ
ー
ト

財
務
サ
ポ
ー
ト
商
業
・
地
域
サ
ポ
ー
ト

相
談
・
情
報
提
供

分
野
別
サ
ポ
ー
ト

情報提供・相
談

セミナー・研
修・イベント

融資・リース・
保証

法律等に
基づく支援

補助金・税
制・出資




